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令和２年度定期監査報告書 

 

 

第１ 監査の概要 

 

１ 監査の実施方法 

  令和２年度事務事業の実施状況を中心に、提出された監査資料、関係諸帳簿等を調査

照合したほか、必要に応じて担当職員から説明を聴取しました。 

会 計 区 分 日 程 監査実施場所 

一般会計及び特別会計 
令和２年11月18日 

～12月23日 
監 査 委 員 室 
ワイン城会議室 
保健センター会議室 

水道・下水道事業会計 令和２年12月７日 

ブドウ・ブドウ酒事業会計 令和２年11月16日 

病 院 事 業 会 計 令和２年11月27日 

 

２ 監査結果の区分 

  監査結果の区分については、是正又は改善を求めることとした事項を、次により指摘

事項、指導事項及び検討事項に区分しました。 

《指摘事項》 

 ア 法令、条例、規則又は通達に違反すると認められるもの 

 イ 収入確保に適切な措置を要するもの 

 ウ 予算を目的外に支出しているもの 

 エ 経済性、効率性、有効性の見地から改善を要すると認められるもの 

 オ 経営の健全化を図る必要があるもの又は事業の管理運営に改善を要するもの 

 カ 労災事故等が発生しているもの 

 キ その他是正、改善の必要があると認められるもの 

《指導事項》 

 是正又は改善を求める事項のうち、軽微と認められるもの 

《検討事項》 

 制度又は運用などについて改善を要するもので、その改善に向けて検討を要するもの 

 

 

第２ 監査の結果 

業務量が増大する中、創意工夫や改善が図られているところでありますが、事務処理上

のミスが多く発生している状況です。ミスの原因究明、ミスを起こさないための職場の体

制整備などを進めるとともに、職員の研修機会の確保や職場のコミュニケーションを深め

るなどの取り組みにより、職員の資質向上に努めてください。今回の定期監査は、監査用

の調書を各課から提出してもらい、その調書に沿って、課の状況等について所属長から説

明を受けました。その内容も含めて以下項目別に記載します。 

 

 



１ 全課共通事項について 

（１）事務ミスの防止について 

   事務ミスは、大小含めて完全に撲滅することは難しいと思われます。しかし、一度

起きたミスを職員間で共有することにより、同様のミスのリスクは軽減できます。 

   現在、事務ミス報告書の概要をグループウエアに掲載して職員間での情報共有がな

されていますが、具体的なミスの内容が読み取れないものもあります。また、報告書

作成には至らないヒヤリハットなども共有できる仕組みづくりが有効であると考えま

す。既に内部統制（リスク管理）制度の中で取り組みが進められている業務マニュア

ルの整備とともに、事務ミスを減らす取り組みとして検討を進めてください。 

《指導事項》 

（総務課） 

 

 

（２）職員間の情報共有について 

   監査時点で課内での定期的な情報共有のための会議を行っている課は少ない状況で

したが、内部統制推進委員会からの提言に基づき令和３年１月から「課・係ミーティ

ング（仮称）」の実施と懸案事項については毎月開催する管理庁議で協議することが示

されています。各課で整理する項目と管理庁議に提出する懸案事項を整理して取り組

みの負担を増加させないことも必要です。有意義な取り組みであるので着実に実施し

てください。 

《指導事項》 

（総務課、全課共通） 

 

 

２ 財務に関する事項について 

（１）財務に係る決裁規程の順守について 

   委託料、工事請負費で財務規則第 135条各号の金額を超える検収調書の決裁が、課

長専決となっている例が複数件ありました。 

   管理職のみならず起案する職員も決裁規程及び財務規則を再度確認し、適切な処理

をしてください。 

《指摘事項》 

（全課共通） 

 

 

（２）補助金等の取り扱いについて 

   池田町補助金等交付規則第１６条及び第１７条の規定に基づく概算払い（８割上限）

又は同規則第１８条の規定に基づく交付決定額の全額を交付する際に、一律に上限を

交付するのではなく、補助事業者の実情に応じて必要な額を必要な時期に交付すべき

であることをこれまでも指摘しています。 

   金額が少額なために事務処理の軽減を図る必要があるもの以外は、補助事業者に資

金収支見込みを提出してもらうなどにより、資金需要を確認して、公金の効率的な運

用を徹底する必要がありますが、補助金等概算払申請書の「概算払いを受けたい理由」

欄に「円滑な事業運営のため」のみしか記載されていないものがあります。特に補助



事業者の運営に係る補助金等の場合は、団体の収支状況、概算払いが必要な理由等を

確認して事務を進めるよう徹底してください。 

《指摘事項》 

（企画財政課、全課共通） 

 

３ 職員管理、服務に関する事項について 

（１）服務に係る決裁規程の順守について 

課長専決事項に指定されていない特別休暇や職務専念義務免除の決裁を専決してい

る事例がありました。 

   管理職のみならず起案する職員も決裁規程を確認し、適切な処理をしてください。 

《指摘事項》 

（全課共通） 

 

（２）年休取得について 

   年休の取得日数は年々増加傾向にありますが、年間５日に満たない職員も各課に散

見されます。一般の職員だけでなく管理職にも年休が取り切れていないケースもあり

ます。一部の管理職に業務が集中している結果と推測されますが、職員が健康で安心

して働くことのできる職場環境を目指して、業務の役割分担なども適切に行ってくだ

さい。 

《指摘事項》 

（総務課、全課共通） 

 

（３）健康診断に係る職務専念義務免除について 

   健康診断に係る職務専念義務免除は、概ね適切に処理されていますが、一部に改善

されていない部署がありました。健康診断の実施に併せて再度職員への周知を徹底し

てください。 

   また、健康診断後の再検査を受診する際に職務専念義務免除を付与していますが、

次の健康診断までの間に再検査として複数回にわたり職務専念義務免除を付与してい

るケースが見受けられました。健康診断は職員厚生の一環として職務専念義務を免除

して行うことは問題ありませんが、経過観察的な再検査について職務専念義務を免除

することが適当なのか、病気休暇との区分けなども含めて整理する方向で検討をして

ください。 

《検討事項》 

（総務課、全課共通） 

（４）夏季休暇の取り扱いについて 

   夏季休暇はほとんどの職員が３日間取得できていますが、一部に業務の都合で連続

しての取得ができず、1 日又は 2 日しか取得できていない職員がいます。制度として

全職員に認めている休暇ですので、取得環境を整えるために７月から１０月の期間内

に１日単位で取得可とするよう柔軟性を持って対応すべきと考えますが、検討をして

ください。 

《検討事項》 

（総務課、全課共通） 

 



（５）管理職の時間外勤務に対する管理について 

   一般の職員についての時間外勤務の管理は、概ね適正に管理されていますが、それ

を管理している管理職の時間外勤務の実態は、ほぼ管理されていない状況です。一部

の勤務に対しては管理職員特別勤務手当が支給されていますが、通常業務の中での発

生した突発的、臨時的な業務に対しては特段の手当はない状況です。特に全体調整な

どを行う課では業務過多になっている状況が見受けられます。「（２）年休の取得につ

いて」の指摘事項の対応と合わせて、管理職が行うべき業務を整理して負担を分散化

する体制づくりを進めるとともに、業務量に見合った処遇を検討するなど、すべての

職員が健康で働き続けられる労働環境の確保に努めてください。 

《検討事項》 

（総務課、全課共通） 

 

（６）時間外勤務命令簿について 

   時間外勤務の管理は、一部に時間外勤務が多い部署はあるものの、事前命令及び事

後確認が徹底され、概ね適切に管理されていると判断できます。しかし、時間外勤務

命令簿の勤務の内容欄の記載が「〇〇用務（事務）」となっており、行った業務内容が

推測できない内容になっているものが見られました。管理上、何の業務で時間外勤務

を行うかを把握するために、具体的な内容を記載するべきであるので改善してくださ

い。 

 

《指摘事項》 

（総務課、全課共通） 

４ その他の事項について 

（１）新型コロナ感染症対策について 

   パンデミックを引き起こした新型コロナ感染症は、現在、その感染防止に世界各国

とともに、我が国でも首都圏、中京圏、関西圏など１１都府県に非常事態宣言を発令

して、懸命に取り組んでいます。道内においても数多くのクラスターが発生し、とり

わけ医療機関や福祉施設では多数の感染者が出ています。 

   池田町においては、感染者は出ていない状況にありますが、その時に備えて各種の

対策を考えておく必要があります。また、司令塔となる役場の安全対策は重要であり、

特にリスクの高い職場の環境改善に努めてください。 

《検討事項》 

（総務課、全課共通） 

 

 


